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Abstract
This research aims to clarify the concrete efforts that have been put into Olympic education 
so far and to reveal the current situation and challenges of Olympic and Paralympic education 
based on the survey results on the efforts of all education committees involved in Olympic and 
Paralympic education.
With regard to the concrete efforts in Olympic education, the reports of “Olympic education 
for the 1964 Tokyo Olympics （learning at the time）” and “Olympic and Paralympic education of 
Nagoya City”； the practice of University of Tsukuba and the efforts of Tokai Gakuen Universi-
ty； and the teaching materials for Olympic and Paralympic education, designed by the Japanese 
Olympic Committee （JOC）, the Japan Olympic Academy （JOA）, the Tokyo Organizing Com-
mittee of the Olympic and Paralympic Games, and the Tokyo Metropolitan Board of Education, 
are helpful for on-site practical education.
In addition, according to the survey results on the efforts of all education committees in Olym-
pic and Paralympic education, it was confirmed that the topic of “learning about Olympics and 
Paralympics” was taught at 25％ of elementary and senior high schools, and less than 30％ of ju-
nior high schools, but at more than 10％ in general. Looking at specific contents, the most popu-
lar topics were “experiences and episodes of athletes” at elementary and junior high schools, 
“Olympic spirit” at senior high schools, and “the meaning of Paralympics” in general. Further, it 
was also confirmed that the topic of “learning through Olympics and Paralympics” was taught 
at more than 30％ of elementary schools, less than 30％ of junior high schools and 25％ of senior 
high schools, but at more than 15％ in general. The most popular topics identified, were “the at-
titude of respect for challenges and great efforts” at elementary and junior high schools, “respect 
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1．緒　言
2020 年オリンピック・パラリンピック東京大
会に向けて，スポーツ庁は 2015 年から「オリン
ピック・パラリンピック教育に関する有識者会議」
を開き，2015 年 7 月には 6 回の会議の後に「オ
リンピック・パラリンピック教育に関する有識者
会議（中間まとめ）」を発表，その後 3 回の会議
を経て 2016 年 7 月には「オリンピック・パラリ
ンピック教育の推進に向けて（最終報告）」をま
とめた．
この有識者会議設置についてスポーツ庁は，
「2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会
を成功させるために，日本全国各地にオリンピッ
ク・パラリンピック・ムーブメントを普及させる
必要がある．このため，学校教育や社会教育の現
場で，①オリンピック・パラリンピックに関する
知識・理解・関心の向上やオリンピック精神の普
及，②異文化理解や国際理解，多様性尊重の促進，
③『おもてなし』やボランティア精神の醸成，マ
ナーの向上，④スポーツ実施率の向上，等のため
の取組を進めていく必要がある．オリンピック・
for others and self-fulfillment” at senior high schools, and “the influence of sports on individuals 
and the society” in general.
In this academic year, the most popular topic of Olympic and Paralympic education imple-
mented by the education committees was “interaction with Olympic and Paralympic athletes,” 
followed by “promotion of education at special support schools” and “the development of teach-
ing materials about Paralympic education and the promotion of experience-based classes.” Fur-
thermore, the most popular topic that the education committees are considering to implement in 
the future is “interaction with Olympic athletes,” followed by “utilization of experts at schools” 
and “collaboration with pre-camp invitations at various areas.”
With regard to the implementation of Olympic and Paralympic education in this academic 
year, for the question “What type of lecturers were invited?,” the ones that demonstrated the 
highest popularity rate were “Olympic athletes,” followed by “famous sports athletes” and 
“Paralympic athletes”； for the question of “What type of lecturers would you like to invite in 
the future?,” the ones that demonstrated the highest popularity rate were “Paralympic athletes,” 
followed by “Olympic athletes.”
Although it has been less than half a year since the publication of the final report of “Towards 
the Promotion of Olympic and Paralympic Education” in July 2016, we are sincerely grateful to 
everyone in the education committees that responded to our inquiries regarding the efforts car-
ried out in all prefectures in Japan related to Olympic and Paralympic education. In future, while 
conducting research and follow-up surveys about the specific topics of Olympic and Paralympic 
education, we would like to consider what can be done for each field and what can be left as a 
legacy.
Keywords: Olympic Education, Paralympic Education
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パラリンピック教育の実施を通じた無形のレガ
シーの創出という観点も踏まえ，上記取組の推進
のための基本的な考え方や具体的な内容・手法に
ついて検討を行うため，スポーツ庁長官の下に有
識者会議を設置する」1）とその設置理由を述べて
いる．
最終報告の冒頭では「オリンピック・パラリン
ピック教育を通じて，子どもから大人まで，国民
一人一人がスポーツの価値ならびにオリンピッ
ク・パラリンピックの意義に触れることは，2020
年東京オリンピック競技大会・パラリンピック競
技大会（以下「東京大会」という．）に向けた全
国的な機運の醸成のみならず，それ以降の東京大
会の有形・無形のレガシー創出に向けてきわめて
重要な取組となる」2）とし，オリンピック・パラ
リンピック教育の全国展開に向けた取り組みを進
めることを示している．
この報告によると中間まとめと最終報告の概要
を以下のように示すことができる．中間報告では，
1．オリンピック・パラリンピック教育を通じて
目指すべきもの，2．オリンピック・パラリンピッ
ク教育の具体的内容，3．オリンピック・パラリ
ンピック教育の推進のための方策，（1）初等中等
教育，（2）高等教育，（3）社会教育，（4）全般的
な方策（推進体制の整備等）を，最終報告では 1．
スポーツの価値とオリンピック・パラリンピック
教育の意義，（1）スポーツの価値，（2）オリンピッ
ク・パラリンピックの理念とオリンピック・パラ
リンピック教育の意義，（3）オリンピック・パラ
リンピック教育の具体的内容，2．オリンピック・
パラリンピック教育の推進体制と全国的なオリン
ピック・パラリンピック・ムーブメントの推進，（1）
東京都の取組，（2）組織委員会の取組，（3）政府
による全国的な推進体制の構築に向けた取組，3．
各機関におけるオリンピック・パラリンピック教
育の推進のための方策，（1）初等中等教育，（2）
高等教育，（3）社会教育について具体的な方策を
提言している．概要を概観すると中間まとめでは
「オリンピック・パラリンピック教育を通じて目
指すべきもの」が，最終報告では「スポーツの価
値とオリンピック・パラリンピック教育の意義」
とされて，スポーツの価値やオリンピック・パラ
リンピックの理念が具体的に示された内容となっ
ている．
2016 年 7 月に以上のような最終報告を受けて，
オリンピック・パラリンピック教育の推進がはじ
まったところであるが，残り 4 年という短期間の
中でこれらの教育を行い，有形・無形のレガシー
を残すことを目標とするのならば，2020 年オリ
ンピック・パラリンピック東京大会までに様々な
課題が考えられる．
2．目　的
本研究はこれまでのオリンピック・パラリン
ピック教育の具体的な取り組みを整理し，各教育
委員会のオリンピック・パラリンピック教育の取
り組みについての調査結果から，オリンピック・
パラリンピック教育の現状と課題を明らかにする
ことを目的とする．
3．方　法
3.1　 オリンピック・パラリンピック教育の具体
的な取り組みの整理
オリンピック・パラリンピック教育に関する有
識者会議の資料やオリンピック・パラリンピック
教育の先行研究を参考に具体的な取り組みの整理
を行った．
3.2　オリンピック・パラリンピック教育の調査
各都道府県の「オリンピック・パラリンピック
教育の調査」は，全国 47 都道府県の教育委員会
を対象に郵送調査票により調査を行った．回収数
は 32 都道府県で回収率は 68.1％であった．
調査期間は 2016 年 12 月 9 日〜2017 年 1 月 11
日で，「日本体育大学ヒトを対象とした実験等に
関する規定」に基づき，説明書，同意書，審査申
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請・研究計画書を提出し，倫理審査委員会の同意
を受けて行われた．（承認番号：第 O16-HO86 号）
調査用紙はオリンピック・パラリンピック教育
の推進に向けての最終報告2）から「スポーツの価
値とオリンピック・パラリンピック教育の意義」
と「全国的なオリンピック・パラリンピック教育
の推進体制」を項目化して作成した．
（1）オリンピック・パラリンピック教育の実際
について，「オリンピック・パラリンピックその
ものについての学び」では，小学校・中学校・高
等学校・一般に対して「行った」か「行っていな
い」か，「行った」と回答した事業に対しては，
どこで何箇所行ったかを回答してもらった．具体
的な内容は，①歴史，②競技種目，③アスリート
のパフォーマンス，④アスリートの努力のすごさ，
⑤オリンピック精神，⑥パラリンピックの意義，
⑦パラリンピックの特性，⑧選手の体験・エピソー
ド，⑨大会を支える仕組み，⑩商業主義が引き起
こす歪み，⑪ IOC 改革の取組，⑫ドーピングの
問題点，⑬アンチ・ドーピングの取組，について
である．
「オリンピック・パラリンピックを通じた学び」
では，小学校・中学校・高等学校・一般に対して
「行った」か「行っていない」か，「行った」と回
答した事業に対しては，どこで何箇所行ったかを
回答してもらった．具体的な内容は，①スポーツ
の価値，②スポーツが個人や社会にもたらす効果，
③スポーツマンシップ，④チャレンジや努力を尊
ぶ態度，⑤ルールの尊重，⑥フェアプレーの精神，
⑦スポーツ・インテグリティの保持，⑧他者の尊
重や自己実現，⑨健康増進等にもたらす効果，⑩
スポーツをしようとする機運，⑪体を動かすこと
への関心の向上，⑫生涯にわたってスポーツに積
極的に参画すること，についてである．
（2）「全国的なオリンピック・ムーブメントの
展開」についてでは，①全国的なオリンピック・
パラリンピック・ムーブメントの推進，②各地に
おけるスポーツ・プログラムの実施，③社会人を
はじめとする様々な世代がスポーツに参画するた
めの取組，④各地における事前キャンプ誘致等と
の連携，⑤大学との連携，⑥被災地と連携した取
組，⑦文化プログラムとの連携，⑧スポーツ・文
化・ワールド・フォーラムの開催，⑨国際競技大
会の開催と国際交流，⑩教材や事例集等の開発・
共有の推進，⑪パラリンピック教育に関する教材
開発と体験授業の促進，⑫特別支援学校等におけ
る教育の推進，⑬教員養成・研修の取組，⑭学校
現場における専門家の活用，⑮オリンピック・パ
ラリンピック選手との交流，⑯幼児教育における
取組，⑰大学生への教育，⑱大学を活用した地域
におけるオリンピック・パラリンピック教育の推
進，⑲公民館等の社会教育施設等を通じた学習，
⑳社会教育施設における資料のネットワーク化と
活用，デジタルアーカイブの構築とその活用に
ついて，「今年度実施した」と「今年度実施して
いない」の 2 件法及び，1）実施を検討している，
2）実施をやや検討している，3）実施をあまり検
討していない，4）実施を全く検討していない，
の 4 件法での回答を求めた．
その他，オリンピック・パラリンピック教育を
行うにあたり招聘した講師，オリンピック・パラ
リンピック・ムーブメント全国展開事業での本学
との協力についての回答に加えて，オリンピック・
パラリンピック教育に対してのその他の取り組み
や，今後行っていきたい取り組みについて自由記
述での回答欄を設けた．
4． これまでのオリンピック・パラリンピッ
ク教育の具体的な取り組み
スポーツ庁は 1964 年東京オリンピックに向け
たオリンピック教育（当時は学習）について，オ
リンピック・パラリンピック教育に関する有識者
会議の中で「1964 年当時の全国におけるオリン
ピック教育について」3）の資料を発表している．
それによると，①当時の文部省がオリンピックの
基礎知識やオリンピック精神を普及させるため，
オリンピック読本を作成したことが示されてい
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る．また，この読本が東京都や地方自治体がオリ
ンピック読本を作成する参考資料となった．②京
都市ではオリンピックを開催する上で増加するこ
とが予測される外国人観光客を迎えるために，必
要な心がまえと京都市民憲章をオリンピック読本
に組み込んだ．また，オリンピック出場を目指し
ている郷土選手や聖火リレーのコースを紹介して
いる．③埼玉県では，オリンピックを迎えるにあ
たり，必要なマナーや国際理解をコミカルな絵を
利用して紹介した．また，オリンピック県民運動，
埼玉県内の聖火リレーコースと埼玉県に関係のあ
る過去のオリンピック参加者などがオリンピック
読本に組み込まれた．④栃木県では作文コンクー
ルの入賞作品や小中学生が作成したオリンピック
ポスターの公開などが行われた．⑤さらには当時
の公共道徳高揚運動への取組の例として，外国人
観光客にマイナスイメージを与えないための公衆
道徳の底上げを図る取り組みについて，大阪府と
栃木県の事例を紹介している．
1964 年の東京オリンピック招致活動に向けて，
「道徳の時間」が特設されたのは 1958 年である4）．
敗戦からオリンピックに向かう 1964 年東京オリ
ンピック招致に関わる教育の流れとして小林5）
は，「道徳の時間」を特設して愛国心や国家への
貢献と同時に「国際社会の一環」としての日本人
という位置づけについて説明し，その背景に日本
の国際社会復帰のための，オリンピック招致活動
があったのではないかと推察している．
また，オリンピック開催前の東京は衛生的に問
題がある街6）であったこと，公共的な場における
ふるまいに道徳的難 7）があったことを示してい
る．そのために，環境整備を行う必要があり，道
徳教育が位置付けられて強化されていった．小林
は「オリンピック開催を迎える日本人は，公共道
徳の低さを『恥』と嘆きながらも，『世界の中で
の日本』を意識しつつ，失われた『誇り』と『美
徳』を取り戻そうとした」8）と述べている．
「長野市のオリンピック・パラリンピック教育」9）
については，長野市長の加藤がオリンピック・パ
ラリンピック教育に関する有識者会議の中で次の
ように発表している．①各大会概要として，大会
名，期間，実施競技・種目，参加国・地域，獲得
メダル，観客数など．②長野市のオリンピック・
パラリンピック教育の理念として次の 3 点を挙げ
ている．「児童生徒の直接的な国際経験の機会」，
「オリンピック・パラリンピックへの関心を高め，
心身を積極的に鍛える実践の機会」，「競技見学や
行事参加だけでなく，実際に行動し体験する喜び
を得る機会」．③一校一国運動として市内 75 校で
72 の国や地域を担当し，それぞれの学校や子供
たちの独自性・自主性を尊重した学習を実施した．
④その内容については，大会前に進む交流として
「ノルウェーからの金メダリスト来校」や「ボス
ニア出身の歌手を招いての交流会」，「東京への社
会見学でスウェーデン大使館訪問」，「選手団長や
各競技のプレ大会を通しての交流」，⑤本大会の
活動・交流としては「オリンピック村入村式の国
歌斉唱とレセプション」，「パラリンピック聖火リ
レーと開会式での応援」，「スウェーデン女子アイ
スホッケーチーム訪問と試合観戦」，「スロバキア
大統領訪問」，「パラリンピックアルペン金メダリ
ストの訪問」，⑥当時の子どもたちのオリンピッ
ク・パラリンピックを見ての感想，⑦その後の一
校一国運動の派遣と受け入れの状況，⑧一校一国
運動推進の課題，⑨一校一国運動の成果，⑩オリ
ンピック・パラリンピックが残した意識として交
流記録冊子「世界の人とともに生きる」に掲載さ
れた各行のタイトルとして，「会いたい・話したい・
伝えたい」，「とどけ声援〜がんばれ　僕らのリヒ
テンシュタイン公国〜」，「内戦に苦しむ国から教
わった　平和を願う心」，「世界と心をつなぐ〜ホ
スピタリティ（親愛）あふれる国際交流を目指し
て〜」などを紹介している．さらに，⑪交流が始
まったころの職員研修の様子，⑫児童生徒の学習
や活動として「児童会・生徒会活動」，「教科等の
学習（競技・相手国等）」，「クラブ活動」，「選手
団との交流」，「交流会の具体的な内容」，「ボラン
ティア活動」などが紹介されている．
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また，信濃毎日新聞では「インターネット教育
利用環境提供事業」対象校の生徒たちによる「環
境五輪」の実際や準備状況の発信10），「ジュニア
記者」を募集して中学生の原稿を世界に発信した
こと11），国際オリンピック委員会（IOC）医事委
員会が小中学生を対象にビデオとパネルでスポー
ツの最先端を解説12）し，オリンピック・バイオ
メカニクス研究プロジェクトで作成した教育用ビ
デオを小中学校 72 校に配布した13）ことなどが報
道されている．
その後もオリンピックが開催される度に，また
オリンピック招致活動が行われる度に，オリン
ピック教育についてはその取り組みが発表されて
きた．例えば 2004 年には須田14）が順天堂大学の
将来体育指導者を目指す学生を対象とした調査で
は，①オリンピックに関係する知識のなさや IOC
（国際オリンピック委員会），IOA（国際オリンピッ
クアカデミー），NOC（国内オリンピック委員会），
IF（国際競技連盟）などについての理解が低い
こと，②オリンピック運動に関心をもたずに見る
スポーツとしてとらえていること，③オリンピッ
ク学習については小学校では 96.2％，中学校では
82.9％，高等学校では 75.9％の学生が「教わって
いない」と回答していたことを明らかにしている．
また，2008 年の大阪オリンピック招致活動につ
いて当時財団法人大阪オリンピック招致委員会参
与であった原田氏はオリンピック教育「大阪にお
けるオリンピック運動の普及」について「①小中
学生を対象としたオリンピック副読本の配布，②
国際スポーツイベントにおける一校一国運動，③
大阪オリンピック子ども親善大使」の 3 事業の展
開を示している．またこの中では必要とされるオ
リンピック教育として大阪におけるオリンピック
運動の普及について「現在のトップスポーツをと
りまく勝利主義・商業主義を正しい方向に修正し，
オリンピック・ムーブメントの永続的発展に寄与
するとともに，招致活動をより意義深い活動に転
換させ，人々に使命感と達成感を与えるために必
要とされる重要な仕事である」15）と述べている．
大学での取り組みで評価されているのは，筑波
大学の「オリンピック教育」である．Roland 
Naul の「Olympic Education」の中では JOA（日
本オリンピックアカデミー）と筑波大学とのつな
がりを示して評価16）している．
筑波大学では 2010 年 12 月嘉納治五郎の生誕
150 周年を記念して「オリンピック教育プラット
フォーム（CORE：Centre for Olympic Research 
and Education）」を設立した．この CORE は筑
波大学の附属学校や国内外の関係諸機関と連携し
て，オリンピック教育の研究・実践を行っている
日本で初めての IOC 認可のオリンピックセン
ターである．
ここでの実践について真田17）18）はシンポジウム
や雑誌論文などで具体的な内容を報告している．
また，CORE の筑波大学附属校でのオリンピッ
ク教育の授業案19）や筑波大学附属大塚特別支援
学校高等部の実践20）は，今後オリンピック教育
を進める学校の授業を検討する上で参考になるも
のである．
また，大学でのオリンピック教育の実践として，
東海学園大学の「とうがく競技祭」21）22）も高く評
価することができる．
その他，オリンピック・パラリンピック教育に
は，JOC（日本オリンピック委員会）のオリンピッ
クを学ぼう23），冊子「JOC の進めるオリンピック・
ムーブメント」24），教科書25）26）27），日本オリンピッ
クアカデミー28）のレクチャーやデジタル資料，
東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織
委員会の「オリンピックとは」29），「パラリンピッ
クとは」30），東京都教育委員会の教科書31）32）33）「オ
リンピック・パラリンピック学習補助教材」34），「オ
リンピック・パラリンピック教育実践事例集」35），
「オリンピック・パラリンピック学習読本・映像
教材活用の手引き」36），「オリンピック・パラリン
ピック教育推進のための　教育支援プログラム
集」37），「ときめきを未来へつづる　東京 2020 オ
リンピック・パラリンピック学習ノート」38）など
が現場での実践教育を行う上で参考となる．
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5． オリンピック・パラリンピック教育の取
り組みについての調査結果
5.1　地方区分
表 1 は調査に回答してくれた教育委員会の地方
区分である．最も多く回答してくれたのは，中部
地方の 21.9％，次いで近畿地方の 18.8％であった．
5.2　 オリンピック・パラリンピックそのものに
ついての学び
表 2 は「オリンピック・パラリンピックそのも
のについての学びについての事業を行いました
か」という設問に対する回答結果である．「行った」
と回答したのは，小学校 25.0％，中学校 28.1％，
高等学校 25.0％，一般 12.5％であった．
表 3 は「前設問で『行った』と回答した事業を
それぞれ何箇所で行ったかお答えください」とい
う設問に対する回答結果である．
小学校で高い数値を示したのは「選手の体験・
エピソード」23.4％，「努力のすごさ」19.1％，「パ
フォーマンス」11.3％であった．
中学校で高い数値を示したのは「選手の体験・
エピソード」15.7％，「オリンピック精神」14.2％，
「努力のすごさ」と「歴史」12.6％であった．
高等学校で高い数値を示したのは「オリンピッ
ク精神」15.3％，「パラリンピックの意義」と「パ
ラリンピックの特性」11.5％であった．
一般で高い数値を示したのは「パラリンピック
の意義」19.2％，「オリンピック精神」17.3％，「パ
ラリンピックの特性」15.4％であった．
5.3　オリンピック・パラリンピックを通じた学び
表 4 は「オリンピック・パラリンピックを通じ
た学びについての事業を行いましたか」という設
問に対する回答結果である．「行った」と回答し
たのは，小学校 31.3％，中学校 28.1％，高等学校
25.0％，一般 15.6％であった．
表 5 は「前設問で『行った』と回答した事業を
それぞれ何箇所で行ったかお答えください」とい
う設問に対する回答結果である．
小学校で高い数値を示したのは「チャレンジや
努力を尊ぶ態度」18.5％，「ルールの尊重」12.9％，
「フェアプレイの精神」12.1％であった．
中学校で高い数値を示したのは「チャレンジや
努力を尊ぶ態度」13.2％，「スポーツマンシップ」
11.7％，「他者への尊重や自己実現」11.2％であっ
た．
高等学校で高い数値を示したのは「他者への尊
重や自己実現」13.8％，「チャレンジや努力を尊
ぶ態度」11.4％，「生涯にわたってのスポーツに
積極的に参画すること」10.2％であった．
一般で高い数値を示したのは「スポーツが個人
や社会にもたらす効果」19.7％，「他者の尊重や自
己実現」18.0％，「チャレンジや努力を尊ぶ態度」，
「スポーツをしようとする機運」9.8％であった．
5.4　教育委員会の実施状況と検討内容
表 6 は「今年度，オリンピック・パラリンピッ
ク教育について教育委員会で実施した内容」につ
いての回答結果である．最も多く実施されたのは
「オリンピック・パラリンピック選手との交流」
35.5％，次いで「特別支援学校などにおける教育
の推進」，「パラリンピック教育に関する教材開発
表 1　地方区分
項目 度数 ％
北海道東北地方
関東地方
中部地方
近畿地方
中国地方
四国地方
九州地方
5
4
7
6
3
2
5
15.6％
12.5％
21.9％
18.8％
9.4％
6.3％
15.6％
合計 32 100.0％
表 2　オリンピック・パラリンピックそのものについての学び
項目
小学校 中学校 高等学校 一般
度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％
行った
行っていない
8
24
25.0％
75.0％
9
23
28.1％
71.9％
8
24
25.0％
75.0％
4
28
12.5％
87.5％
合計 32 100.0％ 32 100.0％ 32 100.0％ 32 100.0％
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表 3　 オリンピック・パラリンピックそのものについての学びの実施箇所数 
（小学校・中学校・高等学校・一般）
項目
小学校 中学校 高等学校 一般
度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％
歴史
競技種目
パフォーマンス
努力のすごさ
オリンピック精神
パラリンピックの意義
パラリンピックの特性
選手の体験・エピソード
仕組み
商業主義
IOC 改革
ドーピングの問題点
アンチドーピングの取組
13
24
29
49
25
24
23
60
6
0
0
2
1
5.1％
9.4％
11.3％
19.1％
9.8％
9.4％
9.0％
23.4％
2.3％
0.0％
0.0％
0.8％
0.4％
16
12
12
16
18
12
9
20
8
0
0
1
3
12.6％
9.4％
9.4％
12.6％
14.2％
9.4％
7.1％
15.7％
6.3％
0.0％
0.0％
0.8％
2.4％
13
10
9
13
20
15
15
12
4
2
0
9
9
9.9％
7.6％
6.9％
9.9％
15.3％
11.5％
11.5％
9.2％
3.1％
1.5％
0.0％
6.9％
6.9％
0
0
4
6
9
10
8
7
4
0
0
3
1
0.0％
0.0％
7.7％
11.5％
17.3％
19.2％
15.4％
13.5％
7.7％
0.0％
0.0％
5.8％
1.9％
合計 256 100.0％ 127 100.0％ 131 100.0％ 52 100.0％
表 5　 オリンピック・パラリンピックを通じた学びの実施箇所数（小学校・中学校・
高等学校・一般）
項目
小学校 中学校 高等学校 一般
度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％
スポーツの価値
個人・社会への効果
スポーツマンシップ
チャレンジや努力を尊ぶ態度
ルールの尊重
フェアプレイの精神
インテグリティ保持
他者への尊重
健康増進
スポーツを行おうとする機運
体を動かす関心
生涯スポーツへの参画
23
18
51
83
58
54
6
51
12
34
37
21
5.1％
4.0％
11.4％
18.5％
12.9％
12.1％
1.3％
11.4％
2.7％
7.6％
8.3％
4.7％
15
21
24
27
20
20
6
23
8
10
17
14
7.3％
10.2％
11.7％
13.2％
9.8％
9.8％
2.9％
11.2％
3.9％
4.9％
8.3％
6.8％
14
16
11
19
14
14
4
23
9
13
13
17
8.4％
9.6％
6.6％
11.4％
8.4％
8.4％
2.4％
13.8％
5.4％
7.8％
7.8％
10.2％
4
12
5
6
2
2
2
11
1
6
5
5
6.6％
19.7％
8.2％
9.8％
3.3％
3.3％
3.3％
18.0％
1.6％
9.8％
8.2％
8.2％
合計 448 100.0％ 205 100.0％ 167 100.0％ 61 100.0％
表 4　オリンピック・パラリンピックを通じた学び
項目
小学校 中学校 高等学校 一般
度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％
行った
行っていない
10
22
31.3％
68.8％
9
23
28.1％
71.9％
8
24
25.0％
75.0％
5
27
15.6％
84.4％
合計 32 100.0％ 32 100.0％ 32 100.0％ 32 100.0％
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と体験授業の促進」16.1％，「社会人をはじめと
する様々な世代がスポーツに参画するための取
組」，「大学との連携」，「全国的なオリンピック・
パラリンピックムーブメントの推進」12.9％で
あった．
表 7 は「今後，教育委員会で実施を検討してい
る内容」についての回答結果である．「検討して
いる」と「やや検討している」の回答が最も多かっ
たのは「オリンピック・パラリンピック選手との
交流」57.9％，「学校現場における専門家の活用」
36.8％，「各地における事前キャンプ誘致等との
連携」30.0％，「教材や事例集などの開発・共有
の推進」28.6％，「大学との連携」23.8％であった．
表 8 は「今後，スポーツ庁委託事業『オリンピッ
ク・パラリンピック・ムーブメント全国展開事業』
など，本学との協力を検討していますか」という
設問に対する回答結果である．「積極的に検討し
ている」と回答したのは 1 県 3.2％で，「検討して
いきたいと思っている」と回答したのは 3 県 9.7％
であった．
表 9 は「今年度，オリンピック・パラリンピッ
ク教育を行うにあたり，どのような講師を招聘し
ましたか」という設問に対する回答結果である．
最も多かったのは「オリンピック選手」29.3％，
次いで「パラリンピック選手」22.9％，「著名スポー
ツ選手」22.9％，「大学の教員」10.0％であった．
表 10 は「今後，オリンピック・パラリンピッ
ク教育を行うにあたり，どのような講師を招聘し
たいと思いますか」という設問に対する回答結果
である．最も多かったのは「パラリンピック選手」
19.1％，次いで「オリンピック選手」16.0％，「ス
ポーツ組織の専門家」15.3％，「代表選手のコーチ・
監督」，「スポーツドクター」14.5％であった．
6．考察及びまとめ
本研究はこれまでのオリンピック教育の具体的
な取り組みを整理し，各教育委員会のオリンピッ
表 6　オリパラ教育今年度実施
順位 項目 ％
1
2
2
4
4
4
7
7
7
10
10
10
10
14
14
14
14
18
18
18
18
オリパラ選手との交流
特支における教育の推進
パラ教育の教材開発の促進
様々な世代のスポーツへの参画
大学との連携
オリパラムーブメントの推進
専門家の活用
スポーツ・プログラムの実施
キャンプ誘致等との連携
文化プログラムとの連携
教材等の開発共有の推進
教員養成・研修の取組
フォーラムの開催
幼児教育における取組
被災地との連携
大学生への教育
国際競技大会の開催と国際交流
社会教育施設等を通じた学習
社会教育施設の資料のネットワーク化
と活用
デジタルアーカイブの構築
オリパラ教育推進の大学活用
35.5％
16.1％
16.1％
12.9％
12.9％
12.9％
9.7％
9.7％
9.7％
6.5％
6.5％
6.5％
6.5％
3.2％
3.2％
3.2％
3.2％
0.0％
0.0％
0.0％
0.0％
表 7　 オリパラ教育実施検討順位（検討している
＋やや検討している）
順位 項目 ％
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
13
15
15
17
17
19
19
19
オリパラ選手との交流
専門家の活用
キャンプ誘致等との連携
教材等の開発共有の推進
大学との連携
オリパラムーブメントの推進
特支における教育の推進
パラ教育の教材開発の推進
教員養成・研修の取組
様々な世代のスポーツへの参画
オリパラ教育推進の大学活用
国際競技大会の開催と国際交流
文化プログラムとの連携
スポーツ・プログラムの実施
幼児教育における取組
フォーラムの開催
社会教育施設等を通じた学習
デジタルアーカイブの構築
被災地との連携
大学生への教育
社会教育施設の資料のネットワーク化
と活用
57.9％
36.8％
30.0％
28.6％
23.8％
20.0％
17.6％
15.8％
15.0％
14.3％
13.6％
9.1％
5.0％
5.0％
4.8％
4.8％
4.5％
4.5％
0.0％
0.0％
0.0％
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ク・パラリンピック教育の取り組みについての調
査結果から，オリンピック・パラリンピック教育
の現状と課題を明らかにすることを目的とした．
オリンピック教育の具体的な取り組みでは，
「1964 年東京オリンピックに向けたオリンピック
教育（当時は学習）」や「長野市のオリンピック・
パラリンピック教育」の報告，筑波大学の実践や
東海学園大学の取り組み，日本オリンピック委員
会（JOC），日本オリンピックアカデミー（JOA），
東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織
委員会，東京都教育委員会のオリンピック・パラ
リンピック教育の教材資料などが現場での実践教
育を行う上で参考となることが推察される．この
ように，オリンピック・パラリンピック教育には
さまざまな教材資料などが用意されてきている
が，現場での取り組みについては次のような指摘
もある．
舛本39）は「『いつ，誰が，誰に（誰から），な
ぜ何のために，何を，どのように，教える（学ぶ）
のか？』の問題が提起されるという．その理由と
して，学習指導要領の改訂により教科書にオリン
ピックの記述が増えても「オリンピック教育」の
必要性が認識されたわけではなく，教師の負担感
を増やさない学校全体での取り組みの必要性を述
べている．また，オリンピック学習がオリンピッ
ク招致活動に利用されているのではないかという
抵抗感や「オリンピックリテラシー」の重要性に
ついても触れている．
このような学校教育現場での問題は長野オリン
ピックでの「一校一国運動」でも報告されている．
高木40）は「一校一国運動」の誕生までの中で，
学校教育現場が抱える，教師の多忙化について「こ
れ以上忙しくされてはたまったものではない」と
いう反発や，校長会での「国際交流なんてそう簡
単にできるものではない」，長野オリンピック招
致段階での市議会における教育長の「『子どもた
ちを動員する』発言」など，当時の現場の反発の
様子について記している．しかし，こうした紆余
曲折を経て行われてきたこの「一校一国運動」を，
イベントとしてではなく伝統として継続している
学校の取り組みについて「地域全体の支援」によ
る活動が報告されている．
長野オリンピックの「一校一国運動」は，1994
年に広島で開催されたアジア競技大会での「一館
一国運動」をモデルとしている．「一館一国運動」
とは，地区公民館単位で特定の国や地域を応援す
る事業のことである．学校と社会の融合の重要性
が提唱されてきたのは，1997 年頃からであり，
学校と社会の融合教育研究会は，そうした社会情
勢の中，全国各地で学校と社会をつなぐ実践を進
めてきた．以上のことから，2020 年オリンピック・
パラリンピック東京大会における一校一国運動
は，学校単位の取り組みではなく，初めから地域
を巻き込んだ学社融合の実践が期待される．
また，Roland Naul は若者や若い競技者にとっ
てのオリンピック学習について最も重要な発達課
題を次の 2 点としている．「（1）活動的な生活の
減少．学校や一般の生活の中でゲームやスポーツ
に費やされる時間が少なくなり，体育の時間の割
り当ても減少の傾向を示している．この問題は，
もちろん若い競技者の問題ではなく，仲間と競技
をしていない人たちにとっての問題である．（2）
攻撃性や暴力，違反行為や薬物乱用，文化的・宗
教的差別などの異常行動のパターンや道徳的原則
からの逸脱の増加が，一般の生活のなかだけでは
なくスポーツ活動や学校生活でもみられる．この
問題は，不幸にして，若いエリート競技者にもレ
クリエーション・スポーツの実践者の間にもみら
れる」41）．さらに，この 2 つの事柄をオリンピッ
表 8　日体大との連携
項目 度数 ％
積極的に検討している
検討していきたいと思っている
どちらでもない
あまり検討していない
全く検討していない
N.A
1
3
6
6
14
1
3.2％
9.7％
19.4％
19.4％
45.2％
3.2％
合計 31 100.0％
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ク学習の基礎として再考する必要性について述
べ，「活動的な生活なしには，オリンピックの理
念を達成することは不可能である．道徳的原則を
踏まえずには，オリンピックの理念に従って生活
することは不可能である」41）と説明している．
また，各教育委員会のオリンピック・パラリン
ピック教育の取り組みについての調査結果では，
「オリンピック・パラリンピックそのものについ
ての学び」について小学校と高等学校では 2.5 割，
中学校では 3 割弱の学校での実施が確認された
が，一般での実施は 1 割強であった．具体的な内
容を見ていくと，小中学校では最も実施が高い内
容は「選手の体験・エピソード」であり，高等学
校では「オリンピック精神」，一般では「パラリ
ンピックの意義」であった．「オリンピック・パ
ラリンピックを通じた学び」については，小学校
では 3 割強，中学校では 3 割弱，高等学校では 2.5
割が確認されたが，一般は1.5割強での実施であっ
た．具体的な内容を見ていくと小中学校では最も
実施が高い内容は「チャレンジや努力を尊ぶ態
度」，高等学校では「他者への尊重や自己実現」，
一般では「スポーツが個人や社会にもたらす効果」
であった．
今年度，オリンピック・パラリンピック教育に
ついて教育委員会で実施した内容において最も高
い値を示したのは「オリンピック・パラリンピッ
ク選手との交流」，次いで「特別支援学校などに
おける教育の推進」，「パラリンピック教育に関す
る教材開発と体験授業の促進」であった．さらに，
今後，教育委員会で実施を検討している内容につ
いて最も高い値を示したのは「オリンピック選手
との交流」，次いで「学校現場における専門家の
活用」，「各地における事前キャンプ誘致等との連
携」であった．
今年度，オリンピック・パラリンピック教育を
表 9　オリパラ教育の招聘講師（今年度）
項目 度数 ％
オリンピック選手
パラリンピック種目の選手（パラリンピアン含む）
著名スポーツ選手
大学の教員
代表選手のコーチ・監督
公立学校長・ジュニアアスリート
スポーツトレーナー
JSC
スポーツドクター
スポーツ組織の専門家
実業団選手
JOC
パラリンピックサポートセンター
薬剤師会副会長
41
32
32
14
8
3
2
2
1
1
1
1
1
1
29.3％
22.9％
22.9％
10.0％
5.7％
2.1％
1.4％
1.4％
0.7％
0.7％
0.7％
0.7％
0.7％
0.7％
合計 140 100.0％
表 10　オリパラ教育の招聘講師（今後）
項目 度数 ％
パラリンピック選手
オリンピック選手
スポーツ組織の専門家
代表選手のコーチ・監督
スポーツドクター
大学の教員
著名スポーツ選手
実業団選手
スポーツトレーナー
JSC
JOC
パラリンピックサポートセンター
薬剤師会副会長
25
21
20
19
19
18
3
1
1
1
1
1
1
19.1％
16.0％
15.3％
14.5％
14.5％
13.7％
2.3％
0.8％
0.8％
0.8％
0.8％
0.8％
0.8％
合計 131 100.0％
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行うにあたり，どのような講師を招聘したかの問
いで最も高い値を示したのは，「オリンピック選
手」，次いで「著名スポーツ選手」，「パラリンピッ
ク選手」で，今後どのような講師を招聘したいか
で最も高い値を示したのは「パラリンピック選
手」，次いで「オリンピック選手」であった．
全国の教育委員会がパラリンピック選手を今後
最も招聘したいと回答したのは，長野オリンピッ
クから障害者スポーツの理解と普及が推進され，
2016 年 4 月から全国 100 校 3 万人を対象にパラ
アスリートを講師としたパラスポーツ体験授業が
行われていることが要因として考えられる．また，
このプログラムは 2020 年までに 1 千校 50 万人の
児童生徒を対象に行われる予定である42）．
自由記述では実施している県の回答として 3 県
の記述があった．
「〈A 県〉今年度，小学校 8 校でオリンピアン
等を派遣する『トップアスリート派遣事業』を実
施し，スポーツに親しむ機会の充実を図った．ま
た，小中高 9 校にパラリンピック種目選手を派遣
し，パラスポーツの理解促進を図った．来年度以
降において，オリンピック・パラリンピックをテー
マにスポーツの素晴らしさや体力つくりなどを学
ぶことができる学習教材や教員向けの指導資料を
作成する予定で準備を進めている．」
「〈B 県〉今年度は小学生（教員，保護者）対象
に駅伝大会および小学校 4 校にオリンピアンを派
遣し，講演会等を行った．次年度は，中高にも対
象を広げ，運動部活動や専門教育の体育科の科目
での指導等にもオリンピアン・パラリンピアンを
派遣する他，各校種において，体育（保健体育）
や総合的な学習の時間等でのオリンピック・パラ
リンピックに関する指導の充実を図っていきたい
と考えている．」
「〈C 県〉本県では○○大学と連携した『オリン
ピック・パラリンピック・ムーブメント全国展開
事業』を今年度より実施します．推進校 24 校（小
学校 12 校，中学校 9 校，県立学校 3 校　＊県立
学校 3 校のうち 1 校は盲学校）．」
また，今後の検討として回答してくれたのは次
の 6 県であった．
「〈D 県〉全国的な取組みの状況に注視しながら
2018 年ごろから「オリンピック・パラリンピッ
ク教育」の推進を検討していきたい．」
「〈E 県〉今後，競技開催地や事前キャンプ地な
ど，地域の実情に応じて，オリパラの価値を学ぶ
取組やアスリートとの交流など，またとない機会
を利用した取組を行っていきたい．」
「〈F 県〉小学生を対象としたオリンピアンによ
る体験教室の開催を計画中．」
「〈G 県〉『あすチャレ！スクール』によるパラ
スポーツ，パラリンピック選手との交流を検討し
ている．今後については，国の動向を踏まえ，オ
リンピック・パラリンピック教育の推進について
検討していきたいと考えている．」
「〈H 県〉本県のオリンピック・パラリンピック
に係る取組については，知事部局が中心となって
進めているホストタウン推進の中で，取り組むこ
ととしております．」
「〈I 県〉オリパラ教育については，本県委員会
としての取組はなく，学校現場に任せている．今
後○○県教育委員会としての取組について研究し
ていきたい．」
自由記述では，実施している県の回答として大
学と連携した事業が挙げられたが，スポーツ庁は
2016 年 9 月にオリンピック・パラリンピック・ムー
ブメント全国展開事業を筑波大学，早稲田大学，
日本体育大学の 3 校に委託した．これにより，①
全国各地に地域の教育機関，民間団体等を巻き込
んだオリンピック・パラリンピック・ムーブメン
ト推進コンソーシアムを形成すること，②オリン
ピック・パラリンピック教育に関する専門的な知
見・実績を有する大学などを中核拠点として，各
地域のコンソーシアムを支援すること．③各地の
コンソーシアムによる連携・情報共有を促進する
ことなどが可能になった．本学では，今年度，長
崎県，高知県，石川県と連携して各事業を進めて
いる．また，この事業報告はホームページを通じ
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て全国へ発信する作業も同時に行っている．今後
もこうした事業を通じてオリンピック・パラリン
ピック・ムーブメントを全国に展開していくこと
が重要である．
自由記述で実施していないが今後実施を検討し
ていると回答した県では，競技開催地や事前キャ
ンプ地など地域の実情に応じることやホストタウ
ンの推進の中での取り組みが挙げられた．これは
まさに有形・無形のレガシーに繋がるものであり，
積極的な支援が必要であると考えられる．
今回の調査は教育委員会に対して行ったもので
あり，その各部署の回答であることが本調査の限
界である．こうした取り組みについて教育委員会
全体で把握することができる県はまだ限られてい
るといえよう．そのため，継続して教育委員会と
しての取り組み調査を行うことでその推移を明ら
かにしていきたい．
2016 年 7 月に示された「オリンピック・パラ
リンピック教育の推進に向けて」の最終報告が出
されて半年足らずではあるが，各都道府県のオリ
ンピック・パラリンピックの取り組みについてご
回答をいただいた教育委員会の皆様に心から感謝
し，今後は，オリンピック・パラリンピック教育
の具体的な内容の研究や継続調査を行いながら，
本学がそれぞれの現場に対してできること，また
レガシーとして残せることを検討していきたい．
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